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今
年
度
の
保
険
料
額
が
増
額

軽
減
内
容
を
一
部
変
更

　
保
険
料
は
被
保
険
者
全
員
が
同

額
を
負
担
す
る「
均
等
割
額
」と
、

前
年
の
所
得
に
応
じ
て
負
担
す
る

「
所
得
割
額
」
の
合
計
で
決
ま
り

ま
す
。
保
険
料
額
（
年
額
）
の
上

限
は
64
万
円
で
す
。
所
得
の
低
い

人
は
保
険
料
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

　
令
和
２
年
度
の
保
険
料
額
決
定

Insurance system
問
い
合
わ
せ　
医
療
助
成
・
年
金
課　

（
７
４
０
）１
１
０
８

07
目次　INDEX

通
知
書
を
７
月
中
旬
に
送
り
ま

す
。
均
等
割
額
の
軽
減
な
ど
に
つ

い
て
一
部
変
更
が
あ
り
ま
し
た
。

変
更
内
容
は
次
の
通
り
。

【
保
険
料
率
と
賦
課
限
度
額
の
見

直
し
】

　
均
等
割
額
を
４
万
８
８
５
５
円

か
ら
５
万
１
３
７
１
円
に
、
所
得

割
率
を
10
・
17
％
か
ら
10
・
49
％
、

賦
課
限
度
額
を
62
万
円
か
ら
64 

万
円
に
変
更
し
ま
し
た
。

【
均
等
割
額
の
軽
減
割
合
を
変
更
】

　
令
和
元
年
度
中
の
世
帯
（
世
帯

主
と
世
帯
内
の
被
保
険
者
）の「
総

所
得
金
額
等
」
が
33
万
円
以
下
の

人
の
軽
減
割
合
を
８・
５
割
か
ら

７
・
75
割
に
、
公
的
年
金
等
控
除

額
を
80
万
円
で
計
算
し
た
と
き
、

世
帯
内
の
被
保
険
者
全
員
の
所
得

が
0
円
の
人
の
軽
減
割
合
を
8
割

か
ら
7
割
に
そ
れ
ぞ
れ
変
更
し
ま

し
た
。

【
軽
減
対
象
者
を
拡
大
】

　

5
割
軽
減
の
対
象
者
は
、「
総

所
得
金
額
等
」
が
33
万
円
＋

28
万
5
０
０
０
円
×
被
保
険
者
数

の
人
に
、
２
割
軽
減
の
対
象
者
は

33
万
円
＋
52
万
円
×
被
保
険
者
数

の
人
に
拡
大
し
ま
し
た
。

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証

７
月
中
に
送
付

　
75
歳
以
上
の
人
と
一
定
の
障
が

い
が
あ
る
と
認
定
さ
れ
た
65
歳
以

上
の
人
に
、
８
月
１
日
㈯
か
ら
使

え
る
「
後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険

者
証
」
と
「
限
度
額
適
用
（
・
標

準
負
担
額
減
額
）
認
定
証
」
を
７

月
末
ま
で
に
送
り
ま
す
。

　

保
険
料
の
納
付
状
況
に
よ
っ

て
、
有
効
期
限
が
短
い
被
保
険
者

証
を
送
付
す
る
こ
と
が
あ
り
ま

す
。
納
付
が
困
難
な
場
合
は
、
保

険
収
納
課
に
早
め
に
相
談
し
て
く

だ
さ
い
。

基
準
収
入
額
適
用
申
請
書
で

負
担
割
合
を
下
げ
ら
れ
ま
す

　
負
担
割
合
が
３
割
と
判
定
さ
れ

て
い
る
人
の
う
ち
、
収
入
額
が
一

定
の
基
準
額
以
下
の
人
は
、
申
請

す
る
と
１
割
負
担
と
な
り
ま
す
。

　
該
当
す
る
可
能
性
の
あ
る
人
に

は
、６
月
下
旬
に
申
請
書
を
送
付
。

申
請
が
認
め
ら
れ
る
と
、
７
月
３

日
㈮
ま
で
に
提
出
し
た
人
は
、
８

月
１
日
か
ら
使
え
る
１
割
負
担
の

被
保
険
者
証
が
届
き
ま
す
。
７
月

４
日
㈯
以
降
に
提
出
す
る
と
、
３

割
負
担
の
被
保
険
者
証
が
届
き
、

申
請
し
た
月
の
翌
月
に
１
割
負
担

の
被
保
険
者
証
が
届
き
ま
す
。
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国
民
健
康
保
険
と
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
つ
い
て
、
昨
年
か
ら
の
変
更
点
な
ど
を
掲
載
。
申
請
が
必

要
な
減
免
制
度
な
ど
に
つ
い
て
は
、
早
め
の
手
続
き
を
お
願
い
し
ま
す

今
年
度
の
保
険
税
額
が
増
額

軽
減
内
容
な
ど
を
一
部
変
更

　
被
保
険
者
が
い
る
世
帯
の
世
帯

主
に
課
せ
ら
れ
る
保
険
税
。
加
入

者
一
人
に
つ
き
賦
課
さ
れ
る
「
均

等
割
額
」
と
、
前
年
の
所
得
に
応

じ
て
負
担
す
る
「
所
得
割
額
」、

加
入
す
る
全
世
帯
が
平
等
に
負
担

す
る
「
平
等
割
額
」
の
合
計
で
決

ま
り
ま
す
。
保
険
税
額
（
年
額
）

の
上
限
は
99
万
円
で
す
。
所
得
の

低
い
人
は
保
険
税
が
軽
減
さ
れ
ま

す
。

　
令
和
２
年
度
の
納
税
通
知
書
を

７
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す
。
今
年

度
の
税
率
改
定
の
詳
細
は
、
全
戸

配
布
す
る
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
か
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
。

　
軽
減
制
度
な
ど
に
つ
い
て
一
部

変
更
が
あ
り
ま
し
た
。
変
更
内
容

は
次
の
通
り
。

【
軽
減
制
度
の
条
件
を
拡
大
】

　

総
所
得
等
が
、
33
万
円
＋

28
万
5
０
０
０
円
×
（
被
保
険
者

数
＋
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
移

行
し
た
人
の
数
）
以
下
の
世
帯
の

人
は
5
割
軽
減
に
、
33
万
円
＋

52
万
円
×
（
被
保
険
者
数
＋
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
し
た
人

の
数
）
以
下
の
世
帯
の
人
は
２
割

軽
減
に
な
り
ま
す
。

離
職
し
た
人
な
ど
の

減
免
制
度

　
被
災
や
休
廃
業
、
倒
産
や
解
雇

で
離
職
し
た
と
き
は
、
申
請
に
よ

り
保
険
税
が
減
免
さ
れ
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。

　
納
期
限
の
５
日
前
ま
で
に
国
民

健
康
保
険
課
に
申
請
し
て
く
だ
さ

い
。

　
ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
よ
り
、
世
帯
の
主
た
る

生
計
維
持
者（
世
帯
主
）が
死
亡
、

ま
た
は
重
篤
な
傷
病
を
負
っ
た
世

帯
や
、
同
感
染
症
の
影
響
に
よ
り

世
帯
主
の
収
入
が
前
年
か
ら
３
割

以
上
減
少
し
た
世
帯
（
そ
の
他
要

件
あ
り
）
は
、
申
請
に
よ
り
令
和

元
・
２
年
度
分
の
保
険
税
（
２
年

２
月
１
日
か
ら
３
年
３
月
31
日
ま

で
の
間
に
納
期
限
が
設
定
さ
れ
て

い
る
も
の
）
が
減
免
さ
れ
ま
す
。

申
請
様
式
や
詳
細
は
市
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
へ
。

資
格
喪
失
後
の

医
療
機
関
の
受
診
に
注
意

　
就
職
や
転
出
な
ど
で
、
社
会
保

険
な
ど
の
新
し
い
健
康
保
険
に
加

入
し
た
人
は
、
国
民
健
康
保
険
を

や
め
る
手
続
き
が
必
要
で
す
。
新

し
い
保
険
に
加
入
後
は
、
国
民
健

康
保
険
の
被
保
険
者
証
を
使
用
し

に
関
す
る

お
知
ら
せ

　国民健康保険税を納期限までに納付できない人の相談を保険
収納課が受け付けます。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年２
月以降の任意の期間（１カ月以上）で事業などの収入が前年同
期より約 20％以上減少し、一時の納付が困難な場合に納付を１
年間猶予します。対象は、令和２年度第１期から第６期までの
国民健康保険税。納期限までに保険収納課に申請が必要です。
詳しくは保険収納課 （740）1177 へ。

な
い
で
く
だ
さ
い
。

　
新
し
い
被
保
険
者
証
が
届
く
ま

で
に
医
療
機
関
な
ど
を
受
診
す
る

場
合
は
、
社
会
保
険
へ
の
加
入
手

続
き
中
で
あ
る
こ
と
を
医
療
機

関
な
ど
へ
申
し
出
て
く
だ
さ
い
。

誤
っ
て
国
民
健
康
保
険
の
被
保
険

者
証
を
使
用
し
て
受
診
し
た
場
合

は
、
後
日
国
民
健
康
保
険
の
給
付

費
相
当
額
を
返
還
し
て
も
ら
う
こ

と
が
あ
り
ま
す
。

　生活に困っている人の相談を地域福祉課の専門支援員が受
け付けます。詳しくはくらしとしごとの総合相談窓口 （744）
6186 へ。
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国
民
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くらしとしごとの総合相談窓口

徴収猶予の相談

徴収猶予や生活の相談


